
（別記） 

令和５年度会津若松市地域農業再生協議会水田収益力強化ビジョン 

 

１ 地域の作物作付の現状、地域が抱える課題 

  

本市は、福島県の会津地方に位置しており、383.03㎢という南北に長い広大な面積を

有している。また、本市は公設地方卸売市場を設置しており、会津地方の物流拠点として

の役割を担っている。また、市内においては、平坦地域・中山間地域に分かれており、水

稲を基幹作物としながら、それぞれの気候風土に合わせて高収益作物への転換等に取り組

んできた。 

 本市全体における集積率は 58％（令和元年度）から 61.3%（令和３年度）となってお

り、地域の中心経営体による農地集積・集約が進んでいる状況であるものの、農業従事者

の高齢化が進行しており、中小規模農家のみでなく、集団転作組織や集落営農法人などに

おいても、後継者や新規就農者、法人における若手従業者の確保が急務である。 

これまで、本市における生産調整の主な取り組みとして、備蓄用米への出荷のほか、酒

造業が盛んであることから、酒造好適米や酒造用加工用米へ出荷を行ってきたところであ

る。また、新型コロナウイルス感染拡大の影響を受けた米の需要減少に伴う米価下落が想

定されたことから、新規需要米のうち主食用米からの転換が可能である飼料用米の取組に

対して産地交付金による支援を行った結果、取組面積が大幅に拡大した。 

一方、地域振興作物については、トマトやアスパラガスなどの園芸作物、リンゴや会津

身不知柿などの果樹、トルコギキョウやストックなど花きについて支援してきたところで

ある。高収益作物への転換について一定程度の進捗が見られる状況である。 

また、本市における中山間地域の傾斜地や基盤整備未実施区域などの条件不利地水田で

は、調整水田や自己保全管理、耕作放棄地化の防止のため、集落営農等による集団転作を

推進するため、産地交付金で担い手への集積についての加算措置を設置し、そばや大豆の

集団転作の推進を行ってきたものの、湿害や獣害による収量及び品質の低下が見られてい

る状況である。 

水田農業における収益力を向上させるため、関係機関と連携した作付品目の転換を推進

するとともに、ＩＣＴを活用した低コスト生産の推進を図り、経営リスクの分散の観点か

らの新規需要米の取組について啓発を継続していく必要がある。 

 

２ 高収益作物の導入や転換作物等の付加価値の向上等による収益力強
化に向けた産地としての取組方針・目標 

 

（１）水稲における低コスト生産の推進 

飼料用米をはじめとした新規需要米の収益性向上を図るため、関係機関と連携した

低コスト生産技術の検討・導入を図るとともに、ＩＣＴを活用した省力化技術の実

証・普及を図っていく。 

 

 



（２）条件不利地における土地利用型作物の作付推進 

中山間地域等の急傾斜や狭小な農地については、継続して集落営農組織等による集

団転作を継続しながら、ＪＡをはじめとした指導機関による技術指導や農地の状況に

適した品種の導入を検討することで収量や品質の向上を図る。 

 

（３）ブランド化による収益力の向上 

アスパラガスやトマトをはじめとした園芸作物については、本市における各種施策

と連携してブランド化を推進し、生産者所得の向上を図ることで収益力を向上させ、

作付面積の増加を目指す。 

また、会津身不知柿や会津人参など、本市の誇る伝統作物についてもストーリー性

を含め、高付加価値化による収益力の向上により、生産面積の維持拡大を図る。 

 

（４）加工用米における新規販路の検討 

加工用米については、酒造用のみであることから、今後は米菓用加工用米などの新

たな販売先の開拓について、検討していく。 

 

 

 

 

  

 
（１）地域における農地の活用 

本市は、水稲の産地であることから、継続して水稲生産を行うこととするが、飼料

用米や備蓄米のほか加工用米や新市場開拓用米などへ出荷先の転換を推進していく。 

主食用米は、高品質・良食味を追及し、市場競争力の向上を図っていく。一方、加

工用米や新規需要米では、低コスト生産技術や多収性のある品種の導入など、生産性

の向上を図り、戦略作物支援等の国交付金の活用によって農家所得を確保することで

経営リスクの分散を図る。 

また、農業従事者の高齢化が顕著であり、中小規模経営体のみでなく、集落営農組

織等の大規模法人においても後継者の確保が大きな課題となっている。そのため、国

の新規就農に係る支援の活用と併せて地域振興作物の高収益化を推進するとともに、

ＩＣＴを活用した省力化や生産スキルの補完によって、新規就農や新規参入者の所得

確保を目指すとともに、認定農業者等の熟練農業者や県などの支援機関との連携によ

り、継続した育成を図り、地域農業の持続化を目指す。 

 

（２）水田の利用状況の点検方針・点検結果を踏まえた対応方針 

令和４年度の水田の利用状況の点検結果では、果樹やハウスでの花き栽培など、園

芸作物が一定程度集積された農地がみられた。アスパラガス等の定植してからの収穫

期間が長い作物などともあわせ、畑地化促進事業の活用を生産者に促していく。 

 

 

 

３ 畑地化を含めた水田の有効利用に向けた産地としての取組方針・目標 



（３）ブロックローテーションの体系の構築 

集団転作を担う集落法人等により、主に大豆を作付しているほ場において、ブロッ

クローテーションを実施し、連作障害を防ぐことで品質・収量を向上させる。また、

ブロックローテーションの活用については、地域による差があるため、導入事例につ

いての情報交換等を進め周知を行っていく。 

 

４ 作物ごとの取組方針等  

（１）主食用米 

本市における主要品種であるコシヒカリを中心に、品質や食味を高めることで市場

競争力を高めていく。生産数量（面積）の目安及びＪＡをはじめとした集出荷業者が

策定する販売計画をもとに適切な作付面積を確保していく。 

（２）備蓄米 

本市では、以前より積極的に取り組んできたことから、優先枠の確保に努めなが

ら、今後も継続して取り組んでいく。 

（３）非主食用米 

  ア 飼料用米 

主食用米の需要が低迷していることから、令和５年度も引き続き主要な転作作物

の一つとして維持していくため、一般品種からの転換に加え、多収品種の導入につ

いて、生産者への周知・啓発を図りながら、産地交付金による支援を継続すること

で取組面積の増加を図る。 

  

  イ 米粉用米 

米粉用米については、本市産コシヒカリによって作られた米粉のブランド化や利

用促進を図るため、「市地産地消推進協議会」による消費者への米粉及び米粉食品

の普及や利用拡大に向けた活動、学校給食をはじめ、宿泊業や飲食業に対する米粉

の普及推進や情報発信などを図る。 

 

  ウ 新市場開拓用米 

    該当なし 

 

  エ WCS用稲 

自家使用を含め、畜産農家からの需要に応じた生産を継続しながら、低コスト生

産に係る技術の導入に向けた検討を行っていく。 

 

  オ 加工用米 

これまで、酒造用加工用米の取組が主であったものの、ＪＡ等の集出荷業者と連

携しながら複数年契約によって米菓用や味噌・醤油用としての販売を検討してい

く。 

また、低コスト生産・収量向上に向けた技術導入に向けてＪＡや県等の支援機関

と連携を図りながら、取組の拡大を目指す。 

 



（４）麦、大豆、飼料作物 

麦・大豆については、集団転作を担う集落営農法人等においてブロックローテー

ションを構築していることから、今後も継続して集落内農地の集積を図るための支

援を継続し、湿害や獣害の対策及び各ほ場の特性に応じた新品種の導入を検討する

ことで、質の良い大豆の生産を推進していく。 

また、飼料作物については、自家使用を含め、畜産農家からの需要に応じた生産

を継続しながらも、低コスト生産に係る技術の導入に向けた検討を行っていく。 

 

（５）そば、なたね 

本市の中山間地域はそばの産地であることから、条件不利地を含め集団転作によ

り作付けが積極的に行われている状況であるため、産地交付金を活用して作付面積

の維持拡大を図っている。 

今後も引き続き産地交付金による加算措置を活用し、集団転作等を担う集落営農

法人等による集積を推進するとともに、条件不利地の耕作放棄地化を防止するため

の作付面積の維持・拡大を図る。 

油糧作物として期待されるなたねについては、生産体制の確立を図るとともに、

６次化等による高付加価値化の促進を図る。 

 

（６）地力増進作物 

    本市においては、地力増進作物の導入事例が少ない状況にあることから、特に輪

作における地力増進作物の有効性について周知を行う。地力増進と連作障害回避を

目的として、地力増進作物を作付けし、すき込みを行うことで次年度につながる取

組に対して支援を行い、導入促進を図る。 

    対象作物はライムギ、オオムギ、大豆などメーカーより種子の販売がされている

ものを対象として支援する。 

 

（７）高収益作物 

高収益作物については、産地交付金を活用し、平坦地域と中山間地域のそれぞれ

の気象条件や土壌を活かした適地適作を基本として生産体制の整備を進めるととも

に、各地域の中心経営体への農地の集積・集約によって生じた余剰労働力を有効活

用するとともに、ＩＣＴを活用した革新技術導入による省力化や高品質安定生産を

推進していくことで生産面積の拡大を図っていく。 

アスパラガスやミニトマト等の園芸作物については、選果施設での選別作業の省

力化や均質選果のメリットを生かした生産拡大と産地化を進めながら、生産・流

通・販売体制を整備し、ブランド化の推進によって収益力の向上を図る。 

また、りんごや会津身不知柿等の果樹においては、観光都市である本市の魅力の

一つとして周知広報による観光農業の振興を推進するとともに、６次化加工品の開

発による収穫期以外における収入の確保及び通年販売によるブランド化の推進に取

り組んでいく。 

花き・花木については、トルコギキョウやユーカリ等の市場におけるニーズの高

い品種について産地交付金による支援を行うことで市場競争力を高める。また、関

係機関と連携して高品質な花きを栽培する専門農家の育成と農家間のネットワーク



の構築を図り、産地の確立を図る。 

特用作物であり、伝統作物でもある会津人参については、漢方薬の原材料として

の供給を中心として行いながら、医療機関や県、生産者との意見交換を通して、生

産性の向上を図るとともに、食材利用などの新たな利活用の促進を図る。 

 

５ 作物ごとの作付予定面積等 ～ ８ 産地交付金の活用方法の明細 

 別紙のとおり 
 

 

※ 農業再生協議会の構成員一覧（会員名簿）を添付してください。 



別紙

５　作物ごとの作付予定面積等
（単位：ha）

うち
二毛作

うち
二毛作

うち
二毛作

3,445 0 3,425 0 3,425 0

803 0 715 0 715 0

564 0 588 0 588 0

1 0 3 0 3 0

0 0 0 0 0 0

10 0 11 0 11 0

28 0 35 0 35 0

1 0 3 0 3 0

138 0 146 0 146 0

6 0 8 0 8 0

・子実用とうもろこし 0 0 0 0 0 0

274 3 280 3 280 3

0 0 0 0 0 0

1 0 4 0 4 0

148 0 157 0 157 0

・野菜 88 0 89 0 89 0

アスパラガス 14 0 15 0 15 0

トマト 13 0 13 0 13 0

きゅうり 7 0 7 0 7 0

ほうれんそう 5 0 5 0 5 0

さやいんげん 1 0 1 0 1 0

さといも 5 0 5 0 5 0

いちご 5 0 5 0 5 0

ピーマン 1 0 1 0 1 0

会津人参 3 0 3 0 3 0

その他 34 0 34 0 34 0

・花き・花木 20 0 23 0 23 0

トルコギキョウ 8 0 9 0 9 0

ストック 2 0 2 0 2 0

ラナンキュラス 1 0 1 0 1 0

カスミソウ 1 0 1 0 1 0

ユーカリ 2 0 2 0 2 0

ヒペリカム 0 0 0 0 0 0

スモークツリー 0 0 0 0 0 0

テマリシモツケ 0 0 0 0 0 0

アカシア 0 0 0 0 0 0

ロシアンオリーブ 0 0 0 0 0 0

その他 6 0 8 0 8 0

・果樹 40 0 45 0 45 0

りんご 14 0 15 0 15 0

もも 7 0 8 0 8 0

ぶどう 3 0 5 0 5 0

おうとう 2 0 2 0 2 0

かき 9 0 10 0 10 0

その他 5 0 5 0 5 0

・その他の高収益作物 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0

・ 0 0 0 0 0 0

0 0 5 0 5 0

その他

畑地化

大豆

飼料作物

そば

なたね

地力増進作物

高収益作物

麦

作物等
前年度作付面積等

当年度の
作付予定面積等

令和５年度の
作付目標面積等

主食用米

備蓄米

飼料用米

米粉用米

新市場開拓用米

WCS用稲

加工用米



６　課題解決に向けた取組及び目標

前年度（実績） 目標値

1 そば（基幹作物）
担い手への作業集積加
算（そば）

集落営農組織・農地所
有適格法人によるそば
の取組面積
10a当たりの収量

（R4年度）
218.8ha

44kg/10a

（R5年度）
225.4ha

45kg/10a

2 大豆（基幹作物）
担い手への作業集積加
算（大豆）

集落営農組織・農地所
有適格法人による大豆
の取組面積
10a当たりの収量

（R4年度）
108.7ha

164kg/10a

（R5年度）
145.0ha

168kg/10a

3 そば（基幹作物） そば作付助成
対象作物の取組面積
10a当たりの収量

（R4年度）
195.7ha
43kg/10a

（R5年度）
231.0ha
44kg/10a

4

野菜（アスパラガス、トマ
ト、きゅうり、ほうれんそ
う、さやいんげん、ピーマ
ン、いちご、さといも、会
津人参）
花き・花木（トルコギキョ
ウ、ストック、ラナンキュ
ラス、カスミソウ、ユーカ
リ、ヒペリカム、スモーク
ツリー、テマリシモツケ、
アカシア、ロシアンオリー
ブ）
果樹（会津身不知柿、りん
ご、もも、ぶどう、おうと
う）
（基幹作物）

地域振興作物推進

対象作物の作付面積
（①野菜作付面積
②花き・花木作付面積
③果樹作付面積）

（R4年度）
　　67.9ha
（①49.9ha
　②14.0ha

 　 ③ 4.0ha）

（R5年度)
　　70.4ha
（①51.2ha
　②15.0ha

　　③ 4.2ha）

5
飼料用米・米粉用米（一般
品種）（基幹作物）

飼料用米・米粉用米
（一般品種）助成

対象作物の取組面積
（飼料用米）
10a当たりの収量（飼料
用米）
10a当たりの生産費（飼
料用米）
対象作物の取組面積
（米粉用米）
10a当たりの収量（米粉
用米）
10a当たりの生産費（米
粉用米）

（R4年度)
394.8ha
644kg/10a

79,983円/10a

0.2ha
613kg/10a

79,983円/10a

（R5年度)
488.0ha
653kg/10a

79,983円/10a

1.0ha
622kg/10a

79,983円/10a

6
飼料用米（多収品種）（基
幹作物）

飼料用米（多収品種）
助成

対象作物の取組面積
10a当たりの収量
10a当たりの生産費

（R4年度)
50.2ha

553kg/10a
79,983円/10a

（R5年度)
100.0ha
630kg/10a

79,983円/11a

7 地力増進作物（基幹作物） 地力増進作物助成 対象作物の取組面積
(R4年度)
0.0ha

(R5年度)
4.0ha

※　必要に応じて、面積に加え、取組によって得られるコスト低減効果等についても目標設定してください。
※　目標期間は３年以内としてください。

整理
番号

対象作物 使途名 目標



７　産地交付金の活用方法の概要

都道府県名：福島県
協議会名：会津若松市農業再生協議会

1 担い手への作業集積加算（そば） 1 2,500 そば（基幹作物）

・実需者との出荷・販売契約の締結
・排水対策の実施
・そばが合計４ｈａ以上集積されている
・基幹３作業のうち、２作業以上を対象者が実施
・安定生産・収量向上に資する取組の実施

2 担い手への作業集積加算（大豆） 1 5,300 大豆（基幹作物）

・実需者との出荷・販売契約の締結
・排水対策の実施
・大豆が合計４ｈａ以上集積されている
・基幹３作業を対象者が実施
・安定生産・品質向上に資する取組の実施

3 そば作付助成 1 1,800 そば（基幹作物）
・実需者等と出荷・販売契約の締結
・排水対策の実施
・安定生産・収量向上に資する取組の実施

4 地域振興作物推進 1 20,000

野菜（アスパラガス、トマト、きゅうり、ほうれんそう、
さやいんげん、ピーマン、いちご、さといも、会津人
参）
花き・花木（トルコギキョウ、ストック、ラナンキュラ
ス、カスミソウ、ユーカリ、ヒペリカム、スモークツ
リー、テマリシモツケ、アカシア、ロシアンオリーブ）
果樹（会津身不知柿、りんご、もも、ぶどう、おうとう）
（基幹作物）

・実需者等への出荷・販売
・果樹及び花木は、植栽後４年間を助成期間とする

5 飼料用米・米粉用米（一般品種）助成 1 3,100 飼料用米、米粉用米（一般品種）（基幹作物）

・新規需要米取組計画の認定を受ける
・実需者等への出荷・販売
・収量の向上低コスト生産に資する取組の実施
・(飼料用米のみ)1.0ｈａ以上の作付

6 飼料用米（多収品種）助成 1 5,400 飼料用米（多収品種）（基幹作物）

・新規需要米取組計画の認定を受ける
・多収品種での取組である
・実需者等への出荷・販売
・区分管理方式による栽培の実施
・多肥栽培技術に取り組む
・収量向上等に資する取組の実施

7 地力増進作物助成 1 0
地力増進作物（基幹作物）

別紙のとおり

・地力増進作物として種子を購入し作付を行い、すき込みを
行う。
・翌年度、出荷・販売を目的として対象作物の作付を行う。

対象作物
※３

取組要件等
※４

整
理
番
号

使途
※１

作
期
等
※２

単価
（円/10a）

※１　二毛作及び耕畜連携を対象とする使途は、他の設定と分けて記入し、二毛作の場合は使途の名称に「○○○（二毛作）」、耕畜連携の場合は使途の名称に「○○○（耕畜連携）」と記入してく
ださい。
　　　ただし、二毛作及び耕畜連携の支援の範囲は任意に設定することができるものとします。
　　　　なお、耕畜連携で二毛作も対象とする場合は、他の設定と分けて記入し、使途の名称に「○○○（耕畜連携・二毛作）」と記入してください。
※２　「作期等」は、基幹作を対象とする使途は「１」、二毛作を対象とする使途は「２」、耕畜連携で基幹作を対象とする使途は「３」、耕畜連携で二毛作を対象とする使途は「４」と記入してください。
※３　産地交付金の活用方法の明細（個票）の対象作物を記載して下さい。対象作物が複数ある場合には別紙を付すことも可能です。
※４　産地交付金の活用方法の明細（個票）の具体的要件のうち取組要件等を記載してください。取組要件が複数ある場合には、代表的な取組のみの記載でも構いません。



【別紙】

助成対象となる地力増進作物

・ アウェナ ストリゴサ
・ アカクローバ
・ イタリアンライグラス
・ エビスグサ
・ エンバク
・ オオムギ
・ カラシナ（チャガラシ）
・ ギニアグラス
・ クリムソンクローバ
・ クロタラリア
・ コムギ
・ シロガラシ
・ シロクローバ
・ スーダングラス
・ セスバニア
・ ソルガム（ソルゴー）
・ 大豆
・ トウモロコシ
・ ナギナタガヤ
・ ナタネ
・ パールミレット（キビ）
・ ハゼリソウ
・ ヒエ
・ ヒマワリ
・ ヘアリーベッチ
・ マリーゴールド
・ マルチムギ
・ ライムギ
・ 緑肥用カラシナ
・ 緑肥用ヒエ
・ レンゲ


